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【随想】� �
私家版「卓球の今昔物語」 根岸　哲� 3

〔特集　知的財産権と競争政策〕
標準必須特許の権利行使におけるFRAND条件の意義と課題 岡田　羊祐� 4

経済学と競争政策の視点から標準必須特許の権利行使における公正、合理的かつ非差
別的条件が課されることの意義と課題を検討した論考

リコートナーカートリッジ事件判決の検討（東京地裁令和2年7月22日判決） 渡辺　昭成� 12

株式会社リコーがレーザープリンタ用トナーカートリッジの再生品を製造、販売等す
る者に対し再生品の製造、販売の差止め等を請求した事件の東京地裁判決についての
評釈

米国・欧州における知的財産権と競争政策をめぐる新たな論点〜標準必須特許の異業
種への権利行使と競争法〜 伊藤　隆史� 19

標準必須特許権者によるライセンスが、適正になされるか否かという問題に関連する
欧米の事例を紹介し、判例理論の展開を確認した論考

知的財産取引検討会報告書の概要について 塚本　浩章� 28

中小企業庁が令和3年3月31日に公表した「知的財産取引検討会報告書」についての中
小企業庁担当官による概要紹介

公正取引委員会競争政策研究センター第19回国際シンポジウムの開催について 井堀　治� 34
公取委競争政策研究センターが令和3年3月5日にオンライン形式で開催したシンポジウムの公
取委担当官による概要紹介

企業価値を高めるコーポレートガバナンス（下）〜持続可能な世界を創るために〜 菊地麻緒子� 40
コーポレート・ガバナンスとは何か、日本における課題は何か及びコーポレート・ガバナンスが
独占禁止法コンプライアンスに示唆するものを検討した論考

【審決・判決評釈】
髙�島屋（近畿地区百貨店送料カルテル）事件─東京高裁令和2年11月19日判決（令和2年（行コ）第
14号）─ 大槻　文俊� 51
公取委が課徴金納付命令（平成30年10月3日）を行った近畿地区百貨店送料カルテル事件につい
て、課徴金納付命令取消請求を棄却する旨の東京高裁判決についての評釈

コ�ンデンサ価格カルテル事件（東京高裁令和2年12月3日判決・公取委・審決等データベース）
について 宮井　雅明� 57
公取委が排除措置命令等（平成28年3月29日）を行ったコンデンサ価格カルテル事件について、
排除措置命令等取消請求を棄却する旨の東京高裁判決についての評釈
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グ�ーグル・エルエルシー及びフィットビット・インクの統合に関する審査結果について� �
 柳田　淳一、大宮　俊吾、河原里佐子� 64
公取委が令和3年1月14日に審査を終了した旨を公表した企業結合審査についての公取委担当官
による解説

【米国・EU独禁法判例研究】
第137回　ロイヤルティースキームの業務提携と競争法上の課題─豪州のBP・Qantas提携事例
を素材として─ 早川雄一郎� 75
豪州最大の航空会社Qantasと、ガソリンスタンド兼コンビニチェーンのBP及びBP加盟店が、
ロイヤルティースキーム（共通ポイント）に係る業務提携を計画し、豪州競争消費者委員会の認
可を受けた事例の評釈

【書評】
越知保見　著『日米欧競争法大全』 上杉　秋則� 84

【記者の目】
デジタル時代の刃を 岩嶋　紀明� 85

【国内だより】
2020年度下請法研究会に参加して 下川　慶子� 86

【海外だより】
OECD競争課での勤務 大野　拓也� 87

◯公取委の動き  88　 ◯海外競争政策の動き  89　 ◯独占禁止法関係文献月報  94　  ◯公正取引協会のページ  95

公  正  取  引
～ 競 争 の 法 と 政 策 ～ 公益財団法人 公正取引協会


